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北九州市告示第３１３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び地方公営

企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定に基づき、平

成３０年３月３１日現在における本市の財政状況等をここに公表する。 

  平成３０年６月２９日 

北九州市長 北 橋 健 治   

財政のあらまし 

はじめに 

平 成 ３ ０ 年 は 、 北 九 州 市 の 誕 生 か ら ５ ５ 周 年 の 節 目 の 年 で す 。 ま ち

の に ぎ わ い を 生 む 、 文 化 ・ 芸 術 、 観 光 ・ ス ポ ー ツ な ど の 各 種 取 組 み を

進 め 、 国 内 外 へ の 情 報 発 信 に 努 め 、 ５ ５ 周 年 を 本 市 へ の 新 た な 人 の 流

れ を つ く る 契 機 と し 、 豊 か な 未 来 を 目 指 し て 力 強 く 躍 進 し ま す 。

こ う し た 思 い を 込 め 、 平 成 ３ ０ 年 度 予 算 の キ ャ ッ チ フ レ ー ズ を 「 豊

か な 未 来 に 向 け 、 G O！ G O！ 北 九 州 市 躍 進 予 算 」 として編成し、 

「 に ぎ わ い を 創 出 し 、 新 し い ひ と の 流 れ を つ く る 」 、  

「 魅 力 あ る し ご と を 創 出 し 、 活 力 あ る ま ち を つ く る 」 、  

「 安 心 し て 子 ど も を 生 み 育 て る こ と の で き る ま ち を つ く る 」 、  

「 誰 も が 安 心 し て 暮 ら せ る ま ち を つ く る 」 、  

を 「 ４ つ の 柱 」 と し て 掲 げ 、 重 点 的 に 取 り 組 ん で い き ま す 。  

一 方 、 本 市 の 財 政 を 取 り 巻 く 環 境 は 、 市 税 や 地 方 交 付 税 等 な ど の 一

般 財 源 が 限 ら れ る 中 、 高 齢 化 社 会 の 進 展 に 伴 う 福 祉 ・ 医 療 関 係 経 費 の

伸 び な ど に よ り 、 厳 し い 状 況 が 続 く と 見 込 ん で い ま す 。  

こ う し た 中 、 本 市 の 将 来 の 発 展 や 喫 緊 の 課 題 に 的 確 に 対 応 し て い く

た め 、 よ り 一 層 の 事 業 の 選 択 と 集 中 を 図 る と と も に 、 行 財 政 改 革 を 絶

え 間 な く 進 め 、 今 後 も 安 定 し た 行 政 サ ー ビ ス を 提 供 し 、 豊 か な 未 来 に

向 け た 取 組 み を 進 め て ま い り ま す 。

 本書は、平成３０年度予算及び平成２９年度下半期の財政運営状況について

のあらましをまとめたものです。 

 本書を通じて、本市の財政状況をご理解いただき、今後とも行財政運営に対

する市民のみなさまのご協力をお願いいたします。
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１ 平成３０年度当初予算 

 （１） 平成３０年度当初予算概要 

   平成３０年度予算は、「豊かな未来に向け、G O！ G O！ 北九州市躍進

予算」として、まちのにぎわいをさらに高め、文化・芸術、観光・スポー

ツなどに取り組むことで、国内外への情報発信に努め、本市への新たな人

の流れをつくる契機とし、豊かな未来を目指し、力強く躍進します。 
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（単位：千円）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増（△）減 増減率

Ａ ％ Ｂ ％ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ％

563,001,000 46.7 562,849,000 44.8 152,000 0.0

国 民 健 康 保 険 104,400,000 8.7 132,024,000 10.5 △ 27,624,000 △ 20.9

食 肉 セ ン タ ー 300,000 0.0 307,000 0.0 △ 7,000 △ 2.3

卸 売 市 場 980,500 0.1 875,700 0.1 104,800 12.0

渡 船 330,000 0.0 339,300 0.0 △ 9,300 △ 2.7

競 輪 、 競 艇 － 0.0 125,262,000 10.0 △ 125,262,000 皆減

土 地 区 画 整 理 1,805,000 0.2 1,724,000 0.1 81,000 4.7

土地区画整理事業清算 103,000 0.0 1,100 0.0 101,900 9,263.6

港 湾 整 備 3,966,000 0.3 4,922,000 0.4 △ 956,000 △ 19.4

公 債 償 還 167,856,000 13.9 175,947,000 14.0 △ 8,091,000 △ 4.6

住宅新築資金等貸付 13,000 0.0 19,000 0.0 △ 6,000 △ 31.6

土 地 取 得 4,105,000 0.4 4,619,000 0.4 △ 514,000 △ 11.1

駐 車 場 382,000 0.0 358,000 0.0 24,000 6.7

母子父子寡婦福祉資金 486,900 0.0 577,400 0.1 △ 90,500 △ 15.7

産 業 用 地 整 備 545,800 0.1 632,000 0.1 △ 86,200 △ 13.6

漁 業 集 落 排 水 32,100 0.0 33,200 0.0 △ 1,100 △ 3.3

介 護 保 険 97,815,000 8.1 98,361,000 7.8 △ 546,000 △ 0.6

空港関連用地整備 3,600 0.0 3,200 0.0 400 12.5

学術研究都市土地区画整理 2,447,000 0.2 2,703,000 0.2 △ 256,000 △ 9.5

臨海部産業用地貸付 437,200 0.0 445,600 0.0 △ 8,400 △ 1.9

後 期 高 齢 者 医 療 15,905,000 1.3 15,871,000 1.3 34,000 0.2

市民太陽光発電所 79,800 0.0 81,600 0.0 △ 1,800 △ 2.2

計 401,992,900 33.3 565,106,100 45.0 △ 163,113,200 △ 28.9

上 水 道 事 業 34,301,260 2.9 33,829,600 2.7 471,660 1.4

工 業 用 水 道 事 業 2,904,100 0.2 2,786,190 0.2 117,910 4.2

交 通 事 業 2,216,330 0.2 2,208,350 0.2 7,980 0.4

病 院 事 業 39,871,960 3.3 37,299,860 3.0 2,572,100 6.9

下 水 道 事 業 51,253,780 4.3 52,286,150 4.1 △ 1,032,370 △ 2.0

公 営 競 技 事 業 110,191,950 9.1 － 0.0 110,191,950 皆増

計 240,739,380 20.0 128,410,150 10.2 112,329,230 87.5

1,205,733,280 100.0 1,256,365,250 100.0 △ 50,631,970 △ 4.0

※  平成３０年度から、競輪事業及びモーターボート競走事業について、地方公営企業法の規定の全部
　　を適用することにより、公営競技事業会計を新設。

※  競輪、競艇特別会計は、平成２９年度末に廃止。

特

別

会

計

企

業

会

計

合　　　　　　　計

一 般 会 計

（２）　平成３０年度会計別予算総額と前年度比較

会　　計　　別

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 比　　　　較
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当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増（△）減 増減率

Ａ ％ Ｂ ％ （Ａ－Ｂ）ＣＣ／Ｂ％

市 税 171,654,400 30.5 158,484,300 28.2 13,170,100 8.3

分 担 金 及 び 負 担 金 5,023,069 0.9 5,019,159 0.9 3,910 0.1

使 用 料 及 び 手 数 料 16,704,481 2.9 16,622,566 3.0 81,915 0.5

財 産 収 入 5,511,787 1.0 4,718,043 0.8 793,744 16.8

寄 附 金 546,783 0.1 542,824 0.1 3,959 0.7

繰 入 金 14,462,262 2.6 15,313,824 2.7 △ 851,562 △ 5.6

繰 越 金 10 0.0 10 0.0 0 0.0

諸 収 入 63,343,121 11.2 67,764,682 12.0 △ 4,421,561 △ 6.5

計 277,245,913 49.2 268,465,408 47.7 8,780,505 3.3

地 方 譲 与 税 3,213,000 0.6 3,171,000 0.6 42,000 1.3

利 子 割 交 付 金 198,000 0.0 211,000 0.0 △ 13,000 △ 6.2

配 当 割 交 付 金 543,000 0.1 342,000 0.1 201,000 58.8

株式等譲渡所得割交付金 348,000 0.1 348,000 0.1 0 0.0

分離課税所得割交付金 145,000 0.0 153,000 0.0 △ 8,000 △ 5.2

県民税所得割臨時交付金 1,952,000 0.3 15,155,000 2.7 △ 13,203,000 △ 87.1

地 方 消 費 税 交 付 金 17,407,000 3.1 16,936,000 3.0 471,000 2.8

ゴルフ場利用税交付金 46,000 0.0 46,000 0.0 0 0.0

自動車取得税交付金 856,000 0.2 779,000 0.1 77,000 9.9

軽 油 引 取 税 交 付 金 5,636,000 1.0 6,505,000 1.1 △ 869,000 △ 13.4

国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金

25,000 0.0 25,000 0.0 0 0.0

地 方 特 例 交 付 金 860,000 0.2 570,000 0.1 290,000 50.9

地 方 交 付 税 59,000,000 10.5 59,000,000 10.5 0 0.0

交通安全対策特別交付金 420,000 0.1 420,000 0.1 0 0.0

国 庫 支 出 金 103,031,627 18.3 102,244,876 18.2 786,751 0.8

県 支 出 金 25,566,960 4.5 25,837,016 4.6 △ 270,056 △ 1.0

市 債 66,507,500 11.8 62,640,700 11.1 3,866,800 6.2

計 285,755,087 50.8 294,383,592 52.3 △ 8,628,505 △ 2.9

563,001,000 100.0 562,849,000 100.0 152,000 0.0

自

主

財

源

依

存

財

源

合　　　　　　　計

（３）　一般会計歳入予算額款別構成
（単位：千円）

区　　　　　分

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 比　　　　較
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当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増（△）減 増減率

Ａ ％ Ｂ ％ （Ａ－Ｂ）ＣＣ／Ｂ％

345,180,308 61.3 340,838,857 60.5 4,341,451 1.3

111,419,157 19.8 111,668,018 19.8 △ 248,861 △ 0.2

138,650,779 24.6 135,889,415 24.2 2,761,364 2.0

95,110,372 16.9 93,281,424 16.5 1,828,948 2.0

物 件 費 55,773,164 9.9 56,013,134 9.9 △ 239,970 △ 0.4

維 持 補 修 費 8,299,595 1.5 8,136,746 1.4 162,849 2.0

補 助 費 等 31,037,613 5.5 29,131,544 5.2 1,906,069 6.5

55,142,181 9.8 51,795,038 9.2 3,347,143 6.5

55,142,181 9.8 51,795,038 9.2 3,347,143 6.5

162,678,511 28.9 170,215,105 30.3 △ 7,536,594 △ 4.4

67,249,527 12.0 67,486,195 12.0 △ 236,668 △ 0.4

1,841,748 0.3 4,316,429 0.8 △ 2,474,681 △ 57.3

1,261,612 0.2 1,193,257 0.2 68,355 5.7

47,700,238 8.5 49,682,334 8.8 △ 1,982,096 △ 4.0

44,325,386 7.9 47,236,890 8.4 △ 2,911,504 △ 6.2

300,000 0.0 300,000 0.1 0 0.0

563,001,000 100.0 562,849,000 100.0 152,000 0.0

そ の 他

（４）　一般会計歳出予算額性質別構成
（単位：千円）

区　　　　　分

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 比　　　　較

消 費 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

そ の 他 の 経 費

公 債 費

繰 出 金

予 備 費

合　　　　　　　計

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金
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当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増（△）減 増減率

Ａ ％ Ｂ ％ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ％

1 議 会 費 1,685,972 0.3 1,688,593 0.3 △ 2,621 △ 0.2

2 総 務 費 41,522,593 7.4 41,148,517 7.3 374,076 0.9

3 保 健 福 祉 費 157,589,425 28.0 155,425,089 27.6 2,164,336 1.4

4 子 ど も 家 庭 費 66,838,779 11.9 67,370,758 12.0 △ 531,979 △ 0.8

5 環 境 費 14,542,083 2.6 15,414,264 2.7 △ 872,181 △ 5.7

6 労 働 費 459,148 0.1 487,320 0.1 △ 28,172 △ 5.8

7 農 林 水 産 業 費 2,035,077 0.4 1,998,921 0.4 36,156 1.8

8 産 業 経 済 費 58,406,336 10.4 60,278,882 10.7 △ 1,872,546 △ 3.1

9 土 木 費 41,791,331 7.4 38,010,288 6.7 3,781,043 9.9

10 港 湾 費 7,026,670 1.2 6,204,968 1.1 821,702 13.2

11 建 築 行 政 費 8,598,141 1.5 9,109,935 1.6 △ 511,794 △ 5.6

12 消 防 費 12,719,356 2.2 12,186,943 2.2 532,413 4.4

13 教 育 費 69,619,914 12.4 70,852,749 12.6 △ 1,232,835 △ 1.7

14 災 害 復 旧 費 826 0.0 926 0.0 △ 100 △ 10.8

15 諸 支 出 金 79,865,349 14.2 82,370,847 14.6 △ 2,505,498 △ 3.0

16 予 備 費 300,000 0.0 300,000 0.1 0 0.0

563,001,000 100.0 562,849,000 100.0 152,000 0.0合　　　　　　　計

（５）　一般会計歳出予算額目的別構成
（単位：千円）

款　　　　　別

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度 比　　　　較
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歳　　入 歳　　出

1,584 億 1,553 億
％

1,622 億 1,274 億
％

市 税 98.0 78.6

8,430 万円 4,849 万円 3,277 万円 7,002 万円

1,258 億 1,059 億 840 億 152 億

国庫支出金 84.2 諸 支 出 金 18.1

2,199 万円 7,147 万円 5,185 万円 4,144 万円

896 億 610 億 818 億 641 億

市 債 68.1 教 育 費 78.4

4,280 万円 520 万円 8,092 万円 6,505 万円

679 億 455 億 745 億 410 億

諸 収 入 67.0 55.1

7,228 万円 3,651 万円 7,342 万円 7,868 万円

614 億 617 億 683 億 618 億

地方交付税 100.4 90.5

9,198 万円 2,677 万円 350 万円 1,423 万円

275 億 234 億 602 億 392 億

85.2 65.1

6,295 万円 9,096 万円 6,080 万円 1,722 万円

886 億 740 億 882 億 685 億

そ の 他 83.6 そ の 他 77.7

762 万円 6,579 万円 8,066 万円 9,370 万円

6,195 億 5,271 億 6,195 億 4,175 億

合 計 85.1 合 計 67.4

8,392 万円 4,519 万円 8,392 万円 8,034 万円

２　平成２９年度下半期財政運営の状況

（１）　一般会計予算の執行状況 （平成30年3月31日現在）

区　分
予算現額

（Ａ）

収入済額

（Ｂ）

収入率

(Ｂ/Ａ)
区　分

予算現額

（Ｃ）

支出済額

（Ｄ）

支出率

(Ｄ/Ｃ)

保健福祉費

土 木 ・

建築行政費

子 ど も

家 庭 費

県 支 出 金 産業経済費
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収入率(B/A) 支出率(C/A)

1,759 億 1,012 億
％

1,714 億
％

公 債 償 還 57.6 97.5

4,700 万円 5,795 万円 8,238 万円

1,326 億 1,063 億 1,145 億

国民健康保険 80.1 86.4

4,000 万円 358 万円 3,886 万円

1,286 億 1,230 億 1,200 億

競 輪 、 競 艇 95.6 93.3

4,500 万円 2,824 万円 3,798 万円

992 億 788 億 849 億

介 護 保 険 79.4 85.6

1,758 万円 527 万円 5,571 万円

158 億 144 億 144 億

91.3 91.1

7,100 万円 8,390 万円 6,504 万円

50 億 53 億 16 億

105.7 33.7

3,628 万円 2,356 万円 9,512 万円

135 億 111 億 47 億

そ の 他 82.6 34.7

5,416 万円 9,469 万円 736 万円

5,709 億 4,403 億 5,118 億

合 計 77.1 89.7

1,102 万円 9,719 万円 8,245 万円

（２）　特別会計予算の執行状況 （平成30年3月31日現在）

区　分
予 算 現 額

（Ａ）

歳　　　入 歳　　　出

収入済額(Ｂ) 支出済額(Ｃ)

後 期 高 齢 者

医 療

港 湾 整 備
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（３）　市有財産、市債及び一時借入金

　ア　市有財産 （平成３０年３月３１日現在)

普通財産

土 地 ㎡ 7,739,035

建 物 ㎡ 295,323

立 木 ―

船 舶 隻（ｔ） 3 (207) 0 3 (207)

浮 桟 橋 個 ―

航 空 機 機 ―

物 権 ㎡ 2

特 許 権 件 ―

著 作 権 件 ―

商 標 権 件 16

区　　分

有 価 証 券

出 資 に よ る 権 利

　イ　市債の現在高 （平成３０年３月３１日現在)

　ウ　一時借入金 （平成３０年３月３１日現在)

　予算で定めた最高限度額 850　億円　 　一時借入金残高

千　円 699,120

千　円 70,311,729

0　億円　

106 106

― 16

単　　位 数　　　　　量

1 1

687,144 687,146

0 0

4,685,609 4,980,932

152,463 152,463

6 6

22,094,625 29,833,660

区分 単位
数　　　　　　量

行政財産 合　　計

使途別総額

1兆1,605億円

郵便貯金・

簡保生命保

険管理機構

103億円

0.9%

市場公募債

8,946億円

77.1%

その他

46億円

0.4%

借入先別総額

1兆1,605億円

地方公共団

体金融機構
410億円
3.5%

財政融資
資金

546億円
4.7%

銀行等
引受債
引受団
1,554億円
13.4%

一

般

会

計

債
94.3％

特別会計債
5.7%

総務376億円 3.2%

保健福祉187億円 1.6%

環境159億円 1.4%

土木3,701億円
31.9%

港湾1,275億円 11.0%
建築行政307億円 2.6%

教育557億円 4.8%

産業経済
312億円 2.7%

その他
4,068億円
35.1%

港湾整備241億円
2.1%

区画整理56億円 0.5%

産業用地36億円 0.3%

競輪、競艇164億円
1.4%

その他
166億円
1.4%
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【水道事業】

平成29年度 平成28年度 増（△）減 増 減 率

（千 ） （千 ） （千 ） （％）

Ａ 110,292 110,949 △ 657 △ 0.6

Ｂ 102,915 103,212 △ 297 △ 0.3

有 収 水 量 99,964 100,297 △ 333 △ 0.3

無 収 水 量 2,951 2,915 36 1.2

Ｃ 7,377 7,737 △ 360 △ 4.7

93.3 93.0 0.3

6.7 7.0 △ 0.3

（平成３０年３月３１日現在）

区 分

３　平成２９年度公営企業の業務状況

（１）　上水道事業会計

給　　水　　状　　況

（平成30年3月31日現在）

年 度

配 水 量

有 効 水 量

無 効 水 量

有 効 率   Ｂ／Ａ％

無 効 率   Ｃ／Ａ％

貸借対照表図

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

損益収支の状況

負債

955億

1,619万円

資本

1,143億

7,092万円

資本剰余金

88億3,442万円

資産

2,098億

8,711万円

流動負債

57億3,602万円

固定負債

576億6,400万円

繰延収益

321億

1,617万円

資本金

992億

844万円

利益剰余金

63億2,806万円

流動資産

108億2,869万円

固定資産

1,990億

5,842万円

営業外費用
19億4,903万円

営業費用
154億3,486万円

営業収益
166億7,232万円

営業外収益
23億8,508万円

特別利益
794万円純利益

16億7,662万円

収 益
190億6,534万円

費 用
173億8,872万円

特別損失
483万円
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【水道用水供給事業】

平成29年度 平成28年度 増（△）減 増 減 率

（千 ） （千 ） （千 ） （％）

Ａ 6,944 6,523 421 6.5

Ｂ 6,944 6,523 421 6.5

有 収 水 量 6,944 6,522 422 6.5

無 収 水 量 0 1 △ 1 △ 100.0

Ｃ 0 0 0 －

100.0 100.0 0.0

0.0 0.0 0.0

給 水 量

給　　水　　状　　況

（平成30年3月31日現在）

年 度

区 分

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで） （平成３０年３月３１日現在）

有 効 水 量

無 効 水 量

有 効 率   Ｂ／Ａ％

無 効 率   Ｃ／Ａ％

損益収支の状況 　　　　　    貸借対照表図

資産

87億

5,237万円

欠損金

13億184万円

負債

70億

4,362万円

流動負債

2億7,400万円

繰延収益

27億

380万円

資本金

29億

7,950万円

固定資産

88億

9,792万円

固定負債

40億

6,582万円

流動資産
△1億4,555万円

収 益
7億6,225万円

費 用
7億3,026万円

純利益3,199万円

営業費用
6億4,407万円

営業外費用
8,619万円

営業外収益
1億4,324万円

営業収益
6億1,901万円

資本剰余金
3,109万円

資本

30億

1,059万円

1212



平成29年度 平成28年度 増（△）減 増 減 率

（千 ） （千 ） （千 ） （％）

39,022 40,660 △ 1,638 △ 4.0

107 111 △ 4 △ 3.6

33,630 35,381 △ 1,751 △ 5.0

92 97 △ 5 △ 5.2

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

給 水 量

（２）　工業用水道事業会計

給　　水　　状　　況

（平成30年3月31日現在）

年 度

区 分

１ 日 平 均

有 収 水 量
（ 計 量 分 ）

１ 日 平 均

損益収支の状況 　 貸借対照表図

（平成３０年３月３１日現在）

収 益
16億7,112万円

費 用
13億5,690万円

負債

88億

330万円

資本

104億

6,518万円

資産

192億

6,848万円

固定負債

20億

8,954万円
流動負債

5億9,091万円

繰延収益

61億

2,285万円

資本金

67億

5,035万円

資本剰余金

25億

3,020万円利益剰余金

11億8,463万円

流動資産

24億

4,693万円

固定資産

168億

2,155万円

営業外費用
4,331万円

営業費用
13億1,359万円

営業収益
14億4,034万円

営業外収益
2億3,075万円純利益

3億1,422万円

特別利益
3万円

1313



平成29年度 平成28年度 増（△）減 増減率（％）

（ 両 ） 30,829 30,628 201 0.7

（ 両 ） 26,685 26,772 △ 87 △ 0.3

（ 両 ） 4,144 3,856 288 7.5

（ 人 ） 6,291,681 6,341,948 △ 50,267 △ 0.8

（ 人 ） 5,843,590 5,924,826 △ 81,236 △ 1.4

（ 人 ） 448,091 417,122 30,969 7.4

貸借対照表図

（平成３０年３月３１日現在）

乗　　合

（３）　交通事業会計

輸　　送　　状　　況

（平成30年3月31日現在）

区　　　　分

実働車両数

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

貸　　切

輸 送 人 員

乗　　合

貸　　切

　　　損益収支の状況

営業費用
18億159万円

営業収益
15億3,682万円

営業外費用
41万円

営業外収益
1億5,273万円

収 益
16億8,955万円

費 用
18億200万円

負債

12億

3,444万円

流動負債

3億934万円

繰延収益

6,927万円

資本金

30億

7,250万円

欠損金

16億

9,182万円

固定資産

10億

3,043万円

固定負債
8億5,583万円

資本
32億
327万円

資産
27億

4,589万円流動資産
17億

1,546万円

資本剰余金
1億3,077万円

純損失
1億1,245万円
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延患者数 一日平均 延患者数 一日平均 延患者数 率
（人） （人） （人） （人） （人） （％）

入院 37,993 104.1 35,864 98.3 2,129 5.9

外来 47,309 193.9 46,108 189.7 1,201 2.6

入院 2,406 6.6 3,015 8.3 △ 609 △ 20.2

外来 11,398 46.7 11,417 47.0 △ 19 △ 0.2

入院 0 0.0 0 0.0 0 －

外来 3,619 14.8 3,373 13.9 246 7.3

入院 15,750 43.2 15,663 42.9 87 0.6

外来 10,149 41.6 11,176 46.0 △ 1,027 △ 9.2

入院 13,363 36.6 15,289 41.9 △ 1,926 △ 12.6

外来 15,830 64.9 17,009 70.0 △ 1,179 △ 6.9

入院 16,437 45.0 16,505 45.2 △ 68 △ 0.4

外来 20,011 82.0 20,423 84.0 △ 412 △ 2.0

入院 444 1.2 1,157 3.2 △ 713 △ 61.6

外来 1,906 7.8 2,336 9.6 △ 430 △ 18.4

入院 3,245 8.9 2,267 6.2 978 43.1

外来 16,673 68.3 15,021 61.8 1,652 11.0

入院 4,987 13.7 4,854 13.3 133 2.7

外来 915 3.8 823 3.4 92 11.2

入院 42,327 116.0 44,947 123.1 △ 2,620 △ 5.8

外来 59,777 245.0 63,519 261.4 △ 3,742 △ 5.9

入院 37,018 101.4 37,078 101.6 △ 60 △ 0.2

外来 54,877 224.9 54,388 223.8 489 0.9

入院 20,880 57.2 20,992 57.5 △ 112 △ 0.5

外来 24,432 100.1 23,920 98.4 512 2.1

入院 4,139 11.3 3,352 9.2 787 23.5

外来 10,698 43.8 9,384 38.6 1,314 14.0

入院 7,310 20.0 9,930 27.2 △ 2,620 △ 26.4

外来 7,421 30.4 9,499 39.1 △ 2,078 △ 21.9

入院 4,665 12.8 4,242 11.6 423 10.0

外来 4,922 20.2 4,942 20.3 △ 20 △ 0.4

入院 1,470 4.0 1,335 3.7 135 10.1

外来 1,210 5.0 1,215 5.0 △ 5 △ 0.4

入院 1,025 2.8 1,067 2.9 △ 42 △ 3.9

外来 1,842 7.5 2,190 9.0 △ 348 △ 15.9

入院 1,082 3.0 1,211 3.3 △ 129 △ 10.7

外来 20,241 83.0 18,359 75.6 1,882 10.3

入院 6,371 17.5 6,316 17.3 55 0.9

外来 14,977 61.4 15,532 63.9 △ 555 △ 3.6

入院 15,492 42.4 16,385 44.9 △ 893 △ 5.5

外来 20,254 83.0 18,942 78.0 1,312 6.9

入院 438 1.2 359 1.0 79 22.0

外来 3,641 14.9 3,182 13.1 459 14.4

入院 7,591 20.8 7,084 19.4 507 7.2

外来 16,268 66.7 16,381 67.4 △ 113 △ 0.7

入院 0 0.0 0 0.0 0 －

外来 13,389 54.9 12,103 49.8 1,286 10.6

入院 1,165 3.2 989 2.7 176 17.8

外来 6,744 27.6 7,025 28.9 △ 281 △ 4.0

入院 0 0.0 0 0.0 0 －

外来 5,952 24.4 5,202 21.4 750 14.4

入院 245,598 672.9 249,901 684.7 △ 4,303 △ 1.7

外来 394,455 1,616.6 393,469 1,619.2 986 0.3

呼 吸 器 内 科

（４）　病院事業会計
診　　療　　状　　況

（平成30年3月31日現在）

科　　　名
平 成 29 年 度 平 成 28 年 度 増（△）減

内 科

心 療 内 科

精 神 科

整 形 外 科

消 化 器 内 科

循 環 器 内 科

腫 瘍 内 科

糖 尿 病 内 科

緩 和 ケ ア 内 科

小 児 科

外 科

形 成 外 科

脳 神 経 外 科

呼 吸 器 外 科

心 臓 血 管 外 科

小 児 外 科

皮 膚 科

泌 尿 器 科

産 婦 人 科

眼 科

歯 科

合 計

耳 鼻 咽 喉 科

放 射 線 科

麻 酔 科
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損益収支の状況
      （平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

貸借対照表図

（平成３０年３月３１日現在）

負債
238億
9,417万円

流動負債
73億

8,658万円

資本金
353億
5,794万円

固定資産
156億
6,103万円

資産
230億
6,281万円

資本
355億
1,153万円

繰延収益
11億

7,737万円

欠損金
363億
4,289万円

流動資産
74億
178万円

資本剰余金
1億5,359万円

固定負債
153億
3,022万円

医業外収益
14億5,848万円

医業費用
234億1,598万円

医業収益
221億2,916万円

医業外費用
10億3,782万円

純損失 9億837万円

特別利益 1億6,775万円
特別損失
2億996万円

収 益
237億5,539万円

費 用
246億6,376万円
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単位 平成29年度 平成28年度 増（△）減 増減率（％）

千 142,697 156,712 △ 14,015 △ 8.9

km 4,573 4,543 30 0.7

％ 99.8 99.8 0.0

戸 479,859 479,066 793 0.2

％ 99.5 99.5 0.0

処理人口普及率

水 洗 化 戸 数

水 洗 化 率

損益収支の状況 　　　　　　　　　　　貸借対照表図

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで） 　　　　　　　　　　　　（平成３０年３月３１日現在）

管 渠 延 長

（５）　下水道事業会計

下　水　処　理　状　況

（平成30年3月31日現在）

区　　　　分

年 間 処 理 水 量

固定負債
1,497億
4,656万円

流動資産
79億5,628
万円

繰延収益
1,605億
2,920万円

固定資産
4,356億
1,211万円

資本剰余金
56億6,032万円

営業費用
239億8,377万円

営業収益
209億4,504万円

営業外費用
27億 767万円

特別損失
448万円

営業外収益
64億3,011万円

純利益
7億1,492万円

特別利益
3,569万円

収 益
274億1,084万円

費 用
266億9,592万円

負債
3,232億
8,455万円

資産
4,435億
6,839万円

資本
1,202億
8,384万円

資本金
1,097億
3,159万円

流動負債
130億 879万円

利益剰余金
48億9,193万円
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北九州市告示第３１４号

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号。以下「法」という。）第３６条第１項及び第５１条の２０第

１項並びに児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５第１

項及び第２４条の２８第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者、指

定特定相談支援事業者、指定障害児通所支援事業者及び指定障害児相談支援事

業者を指定したので、法第５１条第１号及び第５１条の３０第２項第１号並び

に児童福祉法第２１条の５の２５第１号及び第２４条の３７第１号の規定によ

り次のとおり告示する。

  平成３０年６月２９日

北九州市長 北 橋 健 治  

１ 指定事業者に関する事項

（１） 指定障害福祉サービス事業者（居宅介護） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

ケアサポートひか

り 

北九州市小倉南区

大字横代９９番地

１ 

株式会社にちりん 

北九州市小倉南区横代北

町二丁目１３番２６号 

代表取締役 村田美絵 

特定無し 4017701600  

（２） 指定障害福祉サービス事業者（重度訪問介護） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

ケアサポートひか

り 

北九州市小倉南区

大字横代９９番地

１ 

株式会社にちりん 

北九州市小倉南区横代北

町二丁目１３番２６号 

代表取締役 村田美絵 

特定無し 4017701600  

（３） 指定障害福祉サービス事業者（短期入所（空床型）） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 
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共同生活援助 こ 

なつ 

北九州市小倉南区

湯川新町二丁目３

５番１８号 

リヤン・コンパニー株式

会社 

北九州市小倉南区上葛原

一丁目９番９号 

代表取締役 木村真美 

知的障害

者、精神

障害者、

障害児

4017701592  

（４） 指定障害福祉サービス事業者（自立訓練（生活訓練）） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

カレッジ北九州 

北九州市小倉北区

浅野三丁目８番１

号ＡＩＭビル１階 

株式会社ゆたかカレッジ 

福岡市東区多の津一丁目

９番３号 

代表取締役 長谷川正人 

知的障害

者、精神

障害者

4017801418  

多機能型事業所 

ニット 

北九州市八幡西区

熊手二丁目４番２

５号かまやビル３

階 

特定非営利活動法人ねぎ

ぼうずの里 

北九州市小倉南区富士見

一丁目５番１６号 

理事長 溝野ゆかり 

知的障害

者、精神

障害者

4016701379  

（５） 指定障害福祉サービス事業者（就労移行支援） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

カレッジ北九州 

北九州市小倉北区

浅野三丁目８番１

号ＡＩＭビル１階 

株式会社ゆたかカレッジ 

福岡市東区多の津一丁目

９番３号 

代表取締役 長谷川正人 

知的障害

者、精神

障害者

4017801418  

多機能型事業所 

ニット 

北九州市八幡西区

熊手二丁目４番２

５号かまやビル３

階 

特定非営利活動法人ねぎ

ぼうずの里 

北九州市小倉南区富士見

一丁目５番１６号 

理事長 溝野ゆかり 

知的障害

者、精神

障害者

4016701379  

未来サポートステ 株式会社未来サポート 特定無し 4017600570  
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ーション関門 

北九州市門司区黄

金町２番２４号第

３マナーハウス 

北九州市門司区柳町一丁 

目１２番２１号 

代表取締役 則松和己 

（６） 指定障害福祉サービス事業者（共同生活援助） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

共同生活援助 こ

なつ 

北九州市小倉南区

湯川新町二丁目３

５番１８号 

リヤン・コンパニー株式

会社 

北九州市小倉南区上葛原

一丁目９番９号 

代表取締役 木村真美 

知的障害

者、精神

障害者

4027700188  

（７） 指定特定相談支援事業者 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

相談支援事業所夢

工房 

北九州市小倉南区

重住二丁目６番６

２号 

合同会社夢工房 

北九州市小倉南区重住二

丁目４番２１号 

代表社員 阿部 豊 

特定無し 4037700392  

（８） 指定障害児通所支援事業者（児童発達支援） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

こどもサポート教

室「きらり」小倉

到津校 

北九州市小倉北区

下到津五丁目１０

番２８号 

株式会社クラ・ゼミ 

静岡県浜松市中区田町２

３０番地の１５ 

代表取締役 倉橋義郎 

重症心身

障害児以

外

4057801930  

（９） 指定障害児通所支援事業者（放課後等デイサービス） 
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事業所又は施設の 

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者 

の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

事業の主 

たる対象 

者

事業所番号 

こどもサポート教

室「きらり」小倉

到津校 

北九州市小倉北区

下到津五丁目１０

番２８号 

株式会社クラ・ゼミ 

静岡県浜松市中区田町２

３０番地の１５ 

代表取締役 倉橋義郎 

重症心身

障害児以

外

4057801930  

ＹＭＣＡのびのび 

クラブ鍛冶町 

北九州市小倉北区

鍛冶町二丁目３番

９号 

公益財団法人北九州ＹＭ

ＣＡ 

北九州市小倉北区鍛冶町

二丁目３番１３号 

代表理事 小川健一郎 

重症心身

障害児以

外

4057801922  

花うさぎ 

北九州市若松区花

野路一丁目１３番

１５号 

ＴＡＫＡベストケア株式

会社 

福岡県遠賀郡水巻町宮尾

台７番７号 

代表取締役 髙倉秀行 

重症心身

障害児以

外

4056501622  

もやいのえんがわ 

北九州市八幡西区

鉄王二丁目２番４

３号 

社会福祉法人もやい聖友

会 

北九州市八幡西区鉄王二

丁目２番３６号 

理事長 権頭喜美惠 

重症心身

障害児以

外

4056715222  

（１０） 指定障害児入所施設事業者（医療型障害児入所施設） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

医療型障害児入所

施設 ひなた家 

北九州市八幡西区

真名子二丁目２番

１２号 

社会福祉法人絆の会 

北九州市八幡西区真名子

二丁目２番１２号 

理事長 中川 昇 

重症心身

障害児

4056715214  

（１１） 指定障害児相談支援事業者 
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事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象 

者

事業所番号 

ここねの相談支援 

北九州市八幡西区

野面二丁目７番１

２号グローコート

１０２号室 

合同会社心音 

北九州市八幡西区野面一

丁目１７番１９号 

代表社員 大中智明 

特定無し 4076715202  

２ 指定年月日 

平成３０年４月１日 

22



北九州市告示第３１５号

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号。以下「法」という 。） 第４６条第２項及び第５１条の２５第

４項並びに児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１９第４

項及び第２４条の３２第２項の規定による指定障害福祉サービス事業、指定特

定相談支援事業、指定障害児通所支援事業及び指定障害児相談支援事業の廃止

の届出があったので、法第５１条第２号及び第５１条の３０第２項第２号並び

に児童福祉法第２１条の５の２４第２号及び第２４条の３７第２号の規定によ

り次のとおり告示する。

  平成３０年６月２９日

北九州市長 北 橋 健 治  

１ 指定事業者に関する事項

（１） 指定障害福祉サービス事業者（同行援護） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

ニチイケアセンタ

ー八幡 

北九州市八幡東区

西本町三丁目４番

２５号宮原ビル２

０２号 

株式会社ニチイ学館 

東京都千代田区神田駿河

台二丁目９番地 

代表取締役 森 信介 

身体障害

者、障害

児、難病

等対象者 

4016600183  

ニチイケアセンタ

ー永犬丸 

北九州市八幡西区

永犬丸三丁目１番

４号 

株式会社ニチイ学館 

東京都千代田区神田駿河

台二丁目９番地 

代表取締役 森 信介 

身体障害

者、障害

児、難病

等対象者 

4016700595  

ニチイケアセンタ

ー門司 

北九州市門司区錦

町４番２２号 

株式会社ニチイ学館 

東京都千代田区神田駿河

台二丁目９番地 

代表取締役 森 信介 

身体障害

者、障害

児、難病

等対象者 

4017600349  

ニチイケアセンタ

ー早鞆 

株式会社ニチイ学館 

東京都千代田区神田駿河

身体障害

者、障害

4017600364  
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北九州市門司区清

見四丁目１３番６

号 

台二丁目９番地 

代表取締役 森 信介 

児、難病 

等対象者 

ニチイケアセンタ

ー徳力 

北九州市小倉南区

徳力新町三丁目４

番２５号 

株式会社ニチイ学館 

東京都千代田区神田駿河

台二丁目９番地 

代表取締役 森 信介 

身体障害

者、障害

児、難病

等対象者 

4017700651  

ニチイケアセンタ

ー広徳 

北九州市小倉南区

南方二丁目５番２

３号 

株式会社ニチイ学館 

東京都千代田区神田駿河

台二丁目９番地 

代表取締役 森 信介 

身体障害

者、障害

児、難病

等対象者 

4017700966  

 （２） 指定障害福祉サービス事業者（生活介護） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

事業の主

たる対象

事業所番号 

 所在地及び代表者名 者

社会福祉法人杏和

会 やまびこ学園 

北九州市小倉南区

大字木下６０８番

地 

社会福祉法人杏和会 

北九州市小倉南区大字木

下６０８番地 

理事長 長森 健 

身体障害

者、知的

障害者 

4017701030  

 （３） 指定障害福祉サービス事業者（自立訓練（生活訓練 ））  

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

事業の主

たる対象

事業所番号 

 所在地及び代表者名 者

カレッジ北九州 

北九州市小倉北区

浅野三丁目８番１

号 

社会福祉法人鞍手ゆたか

福祉会  

福岡県鞍手郡鞍手町大字

新延字七反浮州２８９番

２ 

理事長 長谷川正人 

知的障害

者、精神

障害者 

4017801020  

（４） 指定障害福祉サービス事業者（就労移行支援） 

事業所又は施設の 事業所又は施設の設置者 事業の主 事業所番号 
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名称及び所在地 の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

たる対象

者

カレッジ北九州 

北九州市小倉北区

浅野三丁目８番１

号 

社会福祉法人鞍手ゆたか

福祉会  

福岡県鞍手郡鞍手町大字

新延字七反浮州２８９番

２ 

理事長 長谷川正人 

知的障害

者、精神

障害者 

4017801020  

スマイクリーワー

クサポート八幡 

北九州市八幡西区

真名子二丁目５番

２１号 

ＮＰＯ法人列島会 

北九州市小倉北区大畠一

丁目７番２５号 

理事長 中村儀成 

身体障害

者、知的

障害者、

精神障害

者 

4016701049  

未来サポートステ

ーション 新門司 

北九州市門司区吉

志一丁目２６番２

号 

株式会社ぱいおにあ 

北九州市小倉南区朽網西

六丁目８番２－７０１号 

代表取締役 植田正明 

身体障害

者、知的

障害者、

精神障害

者、難病

等対象者 

4017600653  

小さなしあわせ 

希望のひかり 

北九州市小倉北区

大畠三丁目４番３

３号 

ＮＰＯ法人列島会 

北九州市小倉北区大畠一

丁目７番２５号 

理事長 中村儀成 

身体障害

者、知的

障害者、

精神障害

者、難病

等対象者 

4017800808  

（４） 指定障害福祉サービス事業者（就労継続支援Ａ型） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

事業の主

たる対象

事業所番号 

 所在地及び代表者名 者

小さなしあわせ 

希望のひかり 

北九州市小倉北区

大畠三丁目４番３

３号 

ＮＰＯ法人列島会 

北九州市小倉北区大畠一

丁目７番２５号 

理事長 中村儀成 

身体障害

者、知的

障害者、

精神障害

者、難病

4017800808  
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 等対象者 

ＰＨｏ Ｄ’ｓ 

北九州市小倉北区

室町二丁目１１番

８号水田ビル１Ｆ 

株式会社Ｄ＆Ｆ 

北九州市小倉北区下富野

四丁目１２番１号 

代表取締役 大久保康男 

身体障害

者、知的

障害者、

精神障害

者 

4017801137  

（５） 指定特定相談支援事業者 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

事業の主

たる対象

事業所番号 

 所在地及び代表者名 者

相談支援事業者 

みちくさ 

北九州市小倉南区

重住二丁目６番６

２号 

有限会社ふるさと福祉サ

ービス  

北九州市小倉南区重住二

丁目４番２０号 

取締役 小椋秀和 

身体障害

者、知的

障害者、

障害児、

精神障害

者、難病

等対象者 

4037700335  

（６） 指定障害児通所支援事業者（放課後等デイサービス） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

事業の主

たる対象

事業所番号 

 所在地及び代表者名 者

桜が丘クリニック 

放課後等デイサー

ビス さくらんぼ

くらぶ 

北九州市八幡西区

青山一丁目１番６

１号 

医療法人桜が丘クリニッ

ク 

北九州市八幡西区青山一

丁目１番６１号 

理事長 半田祥一 

重症心身

障害児 

4056701453  

（７） 指定障害児相談支援事業者 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

事業の主

たる対象

事業所番号 

 所在地及び代表者名 者

相談支援事業者 

みちくさ 

有限会社ふるさと福祉サ

ービス  

特定無し 4037700335  
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北九州市小倉南区

重住二丁目６番６

２号 

北九州市小倉南区重住二

丁目４番２０号 

取締役 小椋秀和 

２ 事業廃止年月日 

 平成３０年３月３１日 
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北九州市告示第３１６号

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号。以下「法」という。）第３６条第１項及び第５１条の２０第

１項並びに児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５第１

項及び第２４条の２８第１項の規定により、指定障害福祉サービス事業者、指

定特定相談支援事業者、指定障害児通所支援事業者及び指定障害児相談支援事

業者を指定したので、法第５１条第１号及び第５１条の３０第２項第１号並び

に児童福祉法第２１条の５の２５第１号及び第２４条の３７第１号の規定によ

り次のとおり告示する。

  平成３０年６月２９日

北九州市長 北 橋 健 治  

１ 指定事業者に関する事項

（１） 指定障害福祉サービス事業者（居宅介護） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

ヘルパーステーシ

ョン ほわいとり

りー 

北九州市八幡西区

陣原三丁目４番１

５－１０１号 

株式会社ホワイトリリー 

北九州市八幡西区上上津

役四丁目８番１１号 

代表取締役 岩田ゆかり 

特定無し 4016701387  

（２） 指定障害福祉サービス事業者（同行援護） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

チームケアステー

ションきらら 

北九州市小倉南区

若園一丁目３番２

号 

有限会社月翔 

北九州市小倉南区若園一

丁目３番２号 

代表取締役 清永剛一朗 

特定無し 4017701626  

（３） 指定障害福祉サービス事業者（行動援護） 
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事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

ヘルパーステーシ

ョン ほわいとり

りー 

北九州市八幡西区

陣原三丁目４番１

５－１０１号 

株式会社ホワイトリリー 

北九州市八幡西区上上津

役四丁目８番１１号 

代表取締役 岩田ゆかり 

特定無し 4016701387  

（４） 指定障害福祉サービス事業者（短期入所（併設型）） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

短期入所事業所 

すずらんの家 

北九州市若松区大

字畠田２５番 1 号 

社会福祉法人すみれ会 

兵庫県神戸市長田区鹿松

町二丁目９番４３号 

理事長 前田 章 

知的障害

者、精神

障害者

4016500425  

（５） 指定障害福祉サービス事業者（就労継続支援Ａ型） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

就労継続支援Ａ型

事業所スマイル 

北九州市小倉南区

下曽根一丁目２番

３３号山十貿易テ

ナントビル 1 階１

１号室 

株式会社Ｌｉｆｅ 

北九州市小倉南区下曽根

一丁目２番３３号山十貿

易テナントビル 1 階１１

号室 

代表取締役 飯田拓馬 

知的障害

者、精神

障害者

4017701618  

（６） 指定障害福祉サービス事業者（就労継続支援Ｂ型） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

2929



カフェ・ラポール 

北九州市小倉北区

上到津一丁目１２

番１５号 

特定非営利活動法人障害

者支援要会 

北九州市小倉北区上到津

一丁目１２番１５号 

代表理事 江田久美子 

知的障害

者

4017800527  

ほうぼく第２作業

所 

北九州市小倉北区

香春口二丁目６番

１号 

特定非営利活動法人抱樸

北九州市八幡東区荒生田

二丁目１番３２号 

理事長 奥田知志 

身体障害

者（肢体

不自由、

内部障害

）、知的

障害者、

精神障害

者

4017801426  

（７） 指定特定相談支援事業者 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 

相談支援センター

トイトイ戸畑 

北九州市戸畑区境 

川二丁目９番６－ 

１０２号 

株式会社アレグリアＳ 

北九州市戸畑区境川二丁

目９番７号 

代表取締役 髙橋千波 

特定無し 4036400127  

きたふく相談支援 

センター 

北九州市小倉北区 

馬借一丁目３番２ 

１号 きたふくビ 

ル５階 

北九州福祉サービス株式

会社 

北九州市小倉北区馬借一

丁目３番２１号 きたふ

くビル５階 

代表取締役 田中和仁 

特定無し 4037800234  

（８） 指定障害児通所支援事業者（児童発達支援） 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象

者

事業所番号 
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空 

北九州市小倉南区

下貫二丁目９番１

－１０８号 

一般社団法人おおぞら 

北九州市小倉南区中吉田

五丁目１番１８－２０１

号 

代表理事 加藤大空 

重症心身

障害児以

外

4057703797  

夢つむぎ子ども支

援センター くろ

ばー 

北九州市小倉北区

下到津四丁目４番

３号 

夢つむぎ株式会社 

北九州市小倉南区富士見

一丁目５番３５号 

代表取締役 高田 猛 

重症心身

障害児以

外

4057801948  

（９） 指定障害児通所支援事業者（放課後等デイサービス） 

事業所又は施設の 

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者 

の名称、主たる事務所の 

所在地及び代表者名 

事業の主 

たる対象 

者

事業所番号 

空 

北九州市小倉南区

下貫二丁目９番１

－１０８号 

一般社団法人おおぞら 

北九州市小倉南区中吉田

五丁目１番１８－２０１

号 

代表理事 加藤大空 

重症心身

障害児以

外

4057703797  

夢つむぎ子ども支

援センター くろ

ばー 

北九州市小倉北区

下到津四丁目４番

３号 

夢つむぎ株式会社 

北九州市小倉南区富士見

一丁目５番３５号 

代表取締役 高田 猛 

重症心身

障害児以

外

4057801948  

（１０） 指定障害児相談支援事業者 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の

所在地及び代表者名 

事業の主

たる対象 

者

事業所番号 

相談支援センター 株式会社アレグリアＳ 特定無し 4076400102  
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トイトイ戸畑 

北九州市戸畑区境 

川二丁目９番６－ 

１０２号 

北九州市戸畑区境川二丁

目９番７号 

代表取締役 髙橋千波 

きたふく相談支援 

センター 

北九州市小倉北区 

馬借一丁目３番２ 

１号 きたふくビ 

ル５階 

北九州福祉サービス株式

会社 

北九州市小倉北区馬借一

丁目３番２１号 きたふ

くビル５階 

代表取締役 田中和仁 

特定無し 4077801951  

２ 指定年月日 

平成３０年５月１日 
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北九州市告示第３１７号

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号。以下「法」という 。） 第５１条の２５第４項の規定による指

定特定相談支援事業の廃止の届出があったので、法第５１条の３０第２項第２

号の規定により次のとおり告示する。

  平成３０年６月２９日

北九州市長 北 橋 健 治  

１ 指定事業者に関する事項

 指定特定相談支援事業者 

事業所又は施設の

名称及び所在地 

事業所又は施設の設置者

の名称、主たる事務所の 

事業の主

たる対象

事業所番号 

 所在地及び代表者名 者

相談支援事業所 

リバーサイド  

北九州市八幡西区

藤田一丁目１番３

８号 

社会福祉法人あかつき会 

北九州市戸畑区小芝三丁

目１２番１４号 

理事長 伊藤正幸 

身体障害

者、知的

障害者、

精神障害

者 

4037800044  

２ 事業廃止年月日 

 平成３０年４月３０日 
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北九州市公告第４４０号

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達契約につき、落札者を決定した

ので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年

北九州市規則第７８号）第１２条第１項の規定により次のとおり公告する。 

  平成３０年６月２９日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 特定役務の名称及び数量 

  平成３０年度学校コンピュータ借入及び保守 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市教育委員会事務局学校支援部学事課 

  北九州市小倉北区大手町１番１号 

３ 落札者を決定した日 

  平成３０年４月１３日 

４ 落札者の名称及び住所 

  ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社九州支店 

  福岡市博多区御供所町１番１号 

５ 落札金額 

  ８億８，７３１万９，３６０円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

一般競争入札 

７ 一般競争入札の公告をした日 

  平成３０年２月２１日 

８ 落札方式 

  最低価格による。 
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北九州市上下水道局管理規程第４号 

 北九州市上下水道局安全衛生管理規程及び北九州市上下水道局職員安全衛生

委員会及び衛生委員会規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

  平成３０年６月２９日 

北九州市上下水道局長 有 田 仁 志 

   北九州市上下水道局安全衛生管理規程及び北九州市上下水道局職 

員安全衛生委員会及び衛生委員会規程の一部を改正する規程 

 （北九州市上下水道局安全衛生管理規程の一部改正） 

第１条 北九州市上下水道局安全衛生管理規程（昭和４９年北九州市水道局管

理規程第１３号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「第１４条」を「第１３条」に、「局に総括安全衛生管理

者（以下「総括管理者」という。）、安全管理者、衛生管理者、産業医及び

作業主任者」を「別表に掲げる事業場ごとに同表に定める者」に改め、同条

第４項中「総括管理者」を「総括安全衛生管理者（以下「総括管理者」とい

う。）」に、「局長の指定する者」を「総括管理者を置く事業場の職員で局

長の指定するもの」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項中「衛生管

理員」を「衛生管理者を置く事業場に衛生推進員」に改め、同項を同条第４

項とし、同条第２項中「安全推進員」を「安全管理者を置く事業場に安全推

進員」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える

。 

２ 法第１４条の規定に基づき、酸素欠乏危険場所における作業その他の労

働災害を防止するための管理を必要とする作業で、労働安全衛生法施行令

（昭和４７年政令第３１８号。以下「令」という。）第６条各号で定める

ものに従事する職員の指揮その他の厚生労働省令で定める事項を行わせる

ため、作業主任者を置く。 

第４条第１項中「浄水担当部長」を「本庁にあっては浄水担当部長の職に

ある者、東部工事事務所及び西部工事事務所にあっては所長」に改め、同条

第８項中「作業主任者を設置すべき」を「令第６条各号で定める作業を行う

」に、「、安衛則」を「安衛則」に改め、「、安全管理者の推薦により」を

削り、同項を同条第９項とし、同条中第７項を第８項とし、第４項から第６

項までを１項ずつ繰り下げ、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 安全衛生推進者は、安衛則第１２条の３の規定により職員のうちから局

長が選任するものとする。 

 第５条第１項に次の１号を加える。 

（３） 職員の安全衛生管理に関すること（本庁の総括管理者に限る。）
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。 

第５条中第６項を第７項とし、第５項を第６項とし、第４項を第５項とし

、第３項の次に次の１項を加える。 

４ 安全衛生推進者は、第１項第１号に掲げる事項（当該事業場におけるも

のに限る。）を行う。 

第６条の表の右欄中「総括管理者」を「本庁の総括管理者」に改める。 

付則の次に次の別表を加える。 

別表（第３条関係） 

事業場 事業場に置く者 

本庁（北九州市小倉北区大手町１番１号に

所在する上下水道局の事務所をいう。） 

総括管理者、安全管理者

、衛生管理者及び産業医 

井手浦浄水所（北九州市小倉南区大字井手

浦４１８番地に所在する上下水道局の浄水

所をいう。） 

安全衛生推進者 

穴生浄水所（北九州市八幡西区鷹の巣三丁

目１０番１６号に所在する上下水道局の浄

水所をいう。） 

安全衛生推進者 

本城浄水所（北九州市八幡西区御開五丁目

４番１号に所在する上下水道局の浄水所を

いう。） 

安全衛生推進者 

水質試験所（北九州市八幡西区鷹の巣三丁

目１０番１６号に所在する上下水道局の水

質試験所をいう。） 

安全衛生推進者 

東部浄化センター（北九州市小倉北区西港

町９６番地の３に所在する上下水道局の浄

化センターをいう。） 

安全衛生推進者 

西部浄化センター（北九州市八幡西区夕原

町１番１号に所在する上下水道局の浄化セ

ンターをいう。） 

安全衛生推進者 

東部工事事務所（北九州市小倉南区八幡町

３５番１号に所在する上下水道局の事務所

をいう。） 

総括管理者、安全管理者

、衛生管理者及び産業医 

西部工事事務所（北九州市八幡西区竹末一

丁目１番４６号に所在する上下水道局の事 

総括管理者、安全管理者

、衛生管理者及び産業医 
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務所をいう。）  

（北九州市上下水道局職員安全衛生委員会及び衛生委員会規程の一部改正） 

第２条 北九州市上下水道局職員安全衛生委員会及び衛生委員会規程（昭和４

９年北九州市水道局管理規程第１４号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項各号列記以外の部分中「いう」の次に「。以下同じ」を加え

、同項第３号中「前各号」を「前３号」に、「及び健康障害の防止」を「並

びに職員の健康障害の防止及び健康の保持増進」に、「重要事項。」を「重

要事項」に改め、同号を同項第４号とし、同項中第２号を第３号とし、第１

号の次に次の１号を加える。 

（２） 職員の健康の保持増進を図るための基本となるべき対策に関する

こと。 

  第３条第１項各号列記以外の部分中「、総括安全衛生管理者のほか」を削

り、同項第２号中「職員」を「本庁の職員」に、「５名」を「３人」に改め

、同号を同項第４号とし、同項第１号中「職員で安全衛生に関連する職にあ

るもの」を「本庁の職員で安全管理者及び衛生管理者の職にあるもの」に、

「５名」を「各１人」に改め、同号を同項第２号とし、同号の次に次の１号

を加える。 

  （３） 産業医のうちから局長が選任した者 １人 

第３条第１項に第１号として次の１号を加える。 

（１） 本庁の総括安全衛生管理者 

第３条第２項中「前項第２号」を「前項第４号」に、「自治労北九州市職

員労働組合水道評議会、自治労北九州市水道局労働組合」を「本庁に職員の

過半数で組織する労働組合があるときにおいてはその労働組合、職員の過半

数で組織する労働組合がないときにおいては職員の過半数を代表する者」に

改める。 

  第６条第１項中「議長が必要と認めるとき、又は安全衛生委員の３分の１

以上の請求があったとき」を「毎月開催するものとし」に改め、同条第２項

中「第３条第１項第１号及び第２号」を「第３条第１項第２号から第４号ま

で」に改め、「のそれぞれ」を削り、同条に次の１項を加える。 

４ 議長は、第２条第１項各号に掲げる事項について意見を述べさせるため

、本庁以外の職員で局長が選任したものを、安全衛生委員会に参加させる

ことができる。 

  第９条第１項各号列記以外の部分中「、各工事事務所長のほか」を削り、

同項第２号中「１人」を「２人」に改め、同号を同項第４号とし、同項第１

号中「又は衛生に関連する職」を「の職」に改め、同号を同項第２号とし、
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同号の次に次の１号を加える。 

  （３） 産業医のうちから局長が選任した者 １人 

第９条第１項に第１号として次の１号を加える。 

（１） 当該事業場の総括安全衛生管理者 

第９条第２項中「前項第２号」を「前項第４号」に改める。 

  第１２条第１項中「議長が必要と認めるとき、又は衛生委員の請求があっ

たとき」を「毎月開催するものとし」に改め、同条第２項中「第９条第１項

第１号及び第２号」を「第９条第１項第２号から第４号まで」に改め、「で

ある衛生委員」の次に「の全員」を加える。 

   付 則 

この規程は、平成３０年７月１日から施行する。 
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